ダイオキシン類対策特別措置法の概要
１　法律制定の目的　（第1条）

（１）ダイオキシン類による環境汚染の防止や、その除去等を図り、国民の健康を保護することが必要。

（２）このため、施策の基本とすべき基準、必要な規制、汚染土壌に係る措置等を内容とする、新たな枠組みの整備。

２　法律の概要

（１）ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき基準

①耐容一日摂取量（ＴＤＩ：Ｔｏｌｅｒａｂｌｅ　Ｄａｉｌｙ　Ｉｎｔａｋｅ）（第６条）

人の体重１ｋｇ当たり４ピコグラム

②環境基準（第７条）

大気汚染、水質汚濁（水底の底質の汚染を含む）、土壌汚染に関する環境基準の設定。

大　気
０．６ｐｇ－ＴＥＱ／ｍ３以下

水　質
１ｐｇ－ＴＥＱ／Ｌ以下

底　質
未設定

土　壌
１，０００ｐｇ－ＴＥＱ／ｇ以下

（２）排出ガスおよび排出水に関する規制

①特定施設（第２条第２項）

規制の対象となる特定施設を政令で指定。（別紙）
②排出基準（第８条）

排出ガス（大気）、排出水（水質）に係る排出基準を設定。（別紙）

総理府令で技術水準を勘案した全国一律の基準を定め、特に必要があれば都道府県が条例でより厳しい基準を定めることが可能。

③大気総量規制基準（第10条）

都道府県知事は、環境基準達成が困難な大気総量規制地域（政令指定）について、総量削減計画を作成、総量規制基準を設定。

総量規制地域の設定には、住民からの都道府県知事を経由して国に意見申出が可能。

④特定施設の設置の届出、計画変更命令（第１2条～第16条）

特定施設を新設する際に、工事着手の６０日前までに知事へ届出。知事は６０日以内に計画変更命令が可能。

なお、既存施設については、法の施行後３０日以内に届出。
⑤排出の制限、改善命令（第20条～第22条）

排出基準、総量規制基準の遵守義務。知事は改善命令が可能。

なお、既存施設については、法施行後１年後から遵守義務。（従来から、廃棄物処理法等の規制を受けていた施設は除く。）
（３）事故時の措置（第23条）

特定施設の故障、破損等の事故が発生し、ダイオキシン類が多量に排出されたときは、直ちに応急措置を講じ、速やかに復旧するとともに、知事に通報。

（４）廃棄物焼却炉に係るばいじん・焼却灰等の処理等

①ばいじん・焼却灰等の濃度基準（第24条）

ばいじん・焼却灰等のダイオキシン類の濃度基準を厚生省令で設定。（別紙）

当該基準は、廃棄物処理法上の処分基準として用いる。
②産業廃棄物最終処分場の維持管理基準（第25条）

廃棄物の最終処分場の維持管理の基準を総理府令・厚生省令で設定。

当該基準は、廃棄物処理法上の処分基準として用いる。

（５）汚染土壌に係る措置（第29条～第32条）

知事は、土壌環境基準を満たさない地域のうち特に対策が必要な地域を指定し、対策計画を策定。

汚染土壌の除去等に関する対策に、「公害防止事業費事業者負担法」等を適用。
（６）汚染状況の調査・測定義務

①常時監視（第26条）

知事は大気、水質（底質を含む）および土壌の汚染状況を常時監視し、環境庁長官に報告。

②調査測定（第27条）

　　国・地方自治体は汚染状況を調査測定し、その結果を知事が取りまとめ公表。

③事業者による測定（第28条）

事業者は、排出ガス、燃え殻、排出水等を年１回測定。
測定の結果を知事に報告し、知事はその結果を取りまとめて公表。
（７）排出削減のための国の計画（第33条）

　　　　内閣総理大臣は事業活動に伴い排出されるダイオキシン類を削減するための計画を作成。
（８）施行期日

平成12年1月15日から施行。

（別紙）

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設と排出基準


１　廃棄物焼却炉

　　火床面積（廃棄物の焼却施設に二以上の廃棄物焼却炉が設置されている場合にあっては、それらの火床面積の合計）が０．５平方メートル以上または焼却能力（廃棄物の焼却施設に二以上の廃棄物焼却炉が設置されている場合にあっては、それらの焼却能力の合計）が1時間当たり５０ｋｇ以上のもの

２　製鋼用電気炉

　　製鋼の用に供する電気炉（鋳鋼または鍛鉱の製造の用に供するものを除く。）であって、変圧器の定格容量が1，０００キロボルトアンペア以上のもの

３　鉄鋼業焼結施設

　　焼結鉱（銑鉄の製造の用に供するものに限る。）の製造の用に供する焼結炉であって、原料の処理能力が１時間あたり１トン以上のもの

４　亜鉛回収施設

　　亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじんであって、集じん機により集められたものからの亜鉛の回収に限る。）の用に供する焙焼炉、焼結炉、溶鉱炉、溶解炉および乾燥炉であって、原料の処理能力が１時間当たり０．５トン以上のもの

５　アルミニウム合金製造施設

　　アルミニウム合金の製造（原料としてアルミニウムくず（当該アルミニウム合金の製造を行う工場内のアルミニウムの圧延工程において生じたものを除く。）を使用するものに限る。）の用に供する焙焼炉、溶解炉および乾燥炉であって、焙焼炉および乾燥炉にあっては原料の処理能力が１時間当たり０．５トン以上のもの、溶解炉にあっては容量が１トン以上のもの

（注）・大気汚染防止法により、従来から規制を受けている施設（火格子面積が２m２以上または焼却能力が２００ｋｇ／時以上の廃棄物焼却炉および製鋼用電気炉）であって、平成９年12月２日以降に設置の工事が行われたものは、新設の基準が適用される。

・大気汚染防止法により、従来から規制を受けている施設（火格子面積が２m２以上または焼却能力が２００ｋｇ／時以上の廃棄物焼却炉および製鋼用電気炉）であって、平成９年12月１日以前から設置されていた施設は、平成13年１月14日までは従来の大気汚染防止法に基づく指定物質抑制基準が適用される。
・ｎｇとは、10億分の1グラムをいう。

・TEQ とは、ダイオキシン類を毒性の一番強いダイオキシン(2,3,7,8-TCDD)の量に換算したことをいう。

《廃棄物焼却炉に係るばいじん等の処理基準》

○ばいじんおよび焼却灰の処理基準　３ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ


１　パルプ等製造業漂白施設

硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）または亜硫酸パルプ（サルファイトパルプ）の製造の用に供する塩素または塩素化合物による漂白施設

２　塩化ビニルモノマー製造業の洗浄施設

　　塩化ビニルモノマー製造業の用に供する二塩化エチレン洗浄施設

３　アルミニウム・同合金製造業の廃ガス処理施設

アルミニウムまたはその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉または乾燥炉から発生するガスを処理する廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設

４　廃棄物焼却炉の廃ガス処理施設等

　大気に係る特定施設である廃棄物焼却炉から発生するガスを処理する廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設および当該廃棄物焼却炉において発生する灰の貯留施設で汚水または廃液を排出するもの

５　廃ＰＣＢ等処理施設

　　廃棄物処理法により規定されている、廃ＰＣＢ等またはＰＣＢ処理物の分解施設およびＰＣＢ汚染物またはＰＣＢ処理物の洗浄施設

６　下水道終末処理施設

　　上記の１～５に掲げる施設に係る汚水または廃液を含む下水を処理する施設

７　工場・事業場からの排水処理施設

　　上記の１～５に掲げる施設を設置する工場・事業場から排出される水（上記の１～５に掲げる施設からの汚水または廃液を含むものに限る。）を処理する施設

大気に係る特定施設





《大気排出基準》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ｎｇ－ＴＥＱ／ｍ３Ｎ）


特定施設の種類�
新設施設の


基準値�
既設施設の基準値�
�
�
施設規模�
�
H12.1.15～


H13.1.14�
H13.1.15～


H14.11.30�
H14.12.1～�
�
廃棄物焼却炉�
4t/時以上�
０．１�
基準の


適用を


猶予�
　　　８０　　　�
　　　　１�
�
�
2t/時～4t/時�
１�
�
�
　　　　５�
�
�
2t/時未満�
５�
�
�
　　　１０�
�
製鋼用電気炉�
０．５�
�
　　　２０�
　　　　５�
�
鉄鋼業焼結施設�
０．１�
�
　　　　２�
　　　１�
�
亜鉛回収施設�
１�
�
　　　４０�
　　　１０�
�
アルミニウム合金製造施設�
１�
�
　　　２０�
　　　　５�
�









《水質排出基準》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ｐｇ－ＴＥＱ／Ｌ）


特定施設の種類�
新設施設の


基準値�
既設施設の基準値�
�
�
�
H12.1.15～


H13.1.14�
H13.1.15～


H15.1.14�
H15.1.15～�
�
パルプ製造業漂白施設�
１０�
基準の


適用を


猶予�
１０�
１０�
�
塩化ビニルモノマー製造業の洗浄施設�
�
�
２０�
�
�
アルミニウム・同合金製造業の廃ガス処理施設�
�
�
２０�
�
�
廃棄物焼却炉の廃ガス処理施設等�
�
�
５０�
�
�
廃ＰＣＢ等処理施設�
�
�
１０�
�
�
下水道終末処理施設�
�
�
１０�
�
�
工場・事業場からの排水処理施設�
�
�
１０�
�
�
　（注）・ｐｇとは、１兆分の1グラムをいう。





水質に係る特定施設








